
表表－－１１００    液液状状化化判判定定手手法法一一覧覧表表 

指指針針・・基基準準名名  
液液状状化化判判定定のの対対  

象象ととすすべべきき土土層層  
液液状状化化のの判判定定方方法法  液液    状状    化化    強強    度度    のの    求求    めめ    方方  地地    震震    外外    力力    のの    求求    めめ    方方  構構  造造  物物  へへ  のの  影影  響響  のの  評評  価価  

  
共共同同溝溝設設計計指指針針  

 
日日本本道道路路協協会会  
11998866  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＲＲＣＣ共共同同溝溝  

 
以下の３つの条件

を満足する土層 

 

①①地下水位面が現

地盤面から10m以

内にあるＮ値が30

以下の沖積層 
 
②② 現地盤面か ら

20m以内の飽和砂

質土層 
 
③③平均粒径Ｄ50 が

0.02㎜以上2.0㎜以

下の土層 

 

 

 
●●液状化に対する抵抗

率ＦLを求め、この値が

1.0以下の土層について

は液状化の可能性があ

るものとする。 

 

           
 

ここに、 

Ｒ：動的せん断強度比 

Ｌ：地震時せん断応力比 

 

●●ＦＬ値を算出した後に

過剰間隙水圧を求め、

さらに浮き上がり安全率

を算定し、構造物の安

定性を判定する。浮き上

がり安全率ＦＳ＜1.1なら

詳細判定を行う。 

 

 

 

 

 
液状化強度（動的せん断応力比）Ｒは次式によって求める。 

 

  

 

Ｒ１はＮ値と有効上載圧σ'vの関数で表される動的せん断強度比の第１項で

次式で表される。 

 

            
    

 

ここに、 

Ｎ ：Ｎ値 

σ'v ：有効上載圧(kgf/cm2) 

 

Ｒ２は平均粒径Ｄ50の関数で表される動的せん断強度比の第２項で図－１の

ように表される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｒ１とＲ２の和で表される液状化強度Ｒを式で表すと次のようになる。 
 

 
  

 

     

 

 
 

 

   

 

   
    
 
 
 
 
 
 
 

地震時せん断応力比Ｌは次式によって求

める。 
 

 

 

ここに、 

 rd：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数

（＝1-0.015z, zはメートル単位で表した地表

からの深さ） 

 ks：液状化判定に用いる地表面での水平震度 

σv：全上載圧(kgf/cm2) 

σ'v：有効上載圧(kgf/cm2) 

 

液状化判定のための地表面水平震度ksは

次式により求める。 

 

   
ここに、 

Ks０：標準水平震度（＝0.15） 

  ν1：地域別補正係数 

地域区分は図－２参照 

 

  ν2：地盤別補正係数 
 

 
 
  
  

ν3：重要度別補正係数（＝1.0） 

 

計算されたFL値より共同溝底面における過剰間隙水圧を求め、共同溝の

浮き上がりに対する検討を行う。 
 

 

  

ここに、 

   ＷS：上載土の荷重（水の重量を含む）(t/m) 

   ＷB：共同溝の自重（収容物件及び捨てコンの重量を含む）(t/m) 

   ＱS：上載土のせん断抵抗(t/m) 

   ＱB：共同溝側面の摩擦抵抗(t/m) 

   ＵS：共同溝底面に作用する静水圧による揚圧力(t/m) 

    ＵD：共同溝底面に作用する過剰間隙水圧による揚圧力(t/m) 

 
地盤の液状化発生の可能性が高く、浮き上がりに対する安全率が11..11未満

となり、共同溝に変状の発生が予測される場合には、適切な対策を講じるも

のとする。 
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図図－－１１  平平均均粒粒径径ＤＤ5500とと動動的的せせんん断断強強度度比比のの第第２２項項ＲＲ２２のの関関係係
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図図－－３３  構構造造物物のの浮浮きき上上ががりりモモデデルル  

対対象象構構造造物物  
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図図－－２２  地地域域区区分分  

ここに、 

 Ｂ ：共同溝の幅(m) 

 σv’：有効上載圧(t/㎡) 

ＬＵ：過剰間隙水圧比 

 

ＦL
-7 ( ＦL≧1) 

 

1  ( ＦL＜1) 

ＬU＝

BσLBΔUU vUD ′= ⋅ = ⋅ ⋅地地表表面面  

地盤種別 １種 ２種 ３種 ４種

補正係数ν2 0.9 1.0 1.1 1.2

ＷＷSS

ＷＷBB
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地域区分 補正係数
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